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１．研究背景と目的
島嶼地域は，人口減少や過疎化といった課題を有してお

り，少子高齢が進む将来の日本の地域の姿として取り上げ
られることが多い［1］。また，保健医療資源が限られており，
住民は保健医療サービスを十分に受けら得ていないことが
明らかとなっている［2-4］。そのため，島嶼地域が健全か
つ持続的な地域社会の形成を確立することは，日本が直面
している多くの課題の一端を解決することに繋がる可能性
がある。

国民生活基礎調査における国民の有訴者率の上位は
運動器疾患（腰痛，肩こり）である。また，介護にならない
までも生活に何らかの支援を必要とする「要支援の原因」
は，骨折・転倒や関節症などの運動器疾患が 2 割を占め
ている［5］。運動器疾患は疼痛や機能不全を引き起こす
ことが知られている。特に慢性化した運動器疼痛は，健康
状態のみならず労働生産性，日常生活活動，QOL，医療
資源の使用および経済的負担を大きく影響を及ぼす。

そのため高齢化が著しい離島において，運動器疼痛を
有する人の占める割合は，きわめて高いことが推測される。
また，労働人口が減少している離島にとって，島民の健康
は離島の振興に大きく影響を及ぼす。そのため，神津島を
はじめ，離島の限られた保健医療資源のなかで，運動器
疼痛に対する方策を検討することは非常に重要である。し
かし，運動器疼痛に対する方策を検討するための基礎資
料は管見の限り非常に少ない。

本研究の目的は，本研究では神津島村の住民の運動
器疼痛に対する実態と意識について把握し，住民のための
運動器疼痛への方策を検討するための基礎資料を資する
ことである。

２．成果の概要
２．１　研究方法

研究デザインは，集団調査法。調査は，神津島村役場
保健医療課生きがい健康センター（以下，健康センター）
で行われる健康診断時（2018 年 5 月実施）に無記名によ
る自記式質問調査票を用いて実施した。回答は選択式（単
一及び多肢選択）および自由記述式とした。調査項目は，
①属性（年齢，性別，職業），②現在の健康状態，③現
在の痛みに関する項目，④現在の痛みに対する治療方法，
⑤過去の痛みに対する治療方法，⑥痛みに対する意識と
した。書き終えた回答用紙は，生きがい健康センターに設
置した回収箱で投函するよう対象者に依頼した。回収した
658 件のうち属性（性別・年齢）の未記入であった調査
票を除いた 642 件（有効回答率 97.6％）を集計の対象と
した。回答データについては単純集計を行った。集計結
果は実数および百分率で示した。統計分析では，多変量
解析により属性や運動器疼痛の状況および意識に係る因
果関係を明らかにした。

２．２　研究結果
本研究結果の詳細は，学術誌に投稿を予定しているた

め公表は差し控える。以下は結果の項目のみを記す。
・現在の健康状態
・現在の痛みに関する事項
・現在の痛みに対する治療方法
・過去の痛みに対する治療方法
・痛みに対する意識
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３．成果の今度における教育研究上の活用および予測
される効果

神津島村の住民の運動器疼痛に対する実態と意識につ
いて把握した。本研究の成果は，住民のための運動器疼
痛への施策を検討するための大変意義ある基礎資料とな
る。本研究の推進は，神津島村のみならず保健医療資源
の限られた島嶼地域の住民の運動器疼痛の改善や予防
プログラムの構築に役立つことが推測できる。ま，島嶼地
域の保健医療政策の持続的な発展に結びつくことが期待
できる。
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